
非　開　示　理　由　書

別　紙

公文書名 非開示事項 非開示条項 非開示理由

支出命令書 訴訟代理人の口座情報 条例第７条第３号
当該事項は当該訴訟代理人の内部管理情報であり、公にすることで当該訴訟代理人の財産を脅かすおそれがある
ため。

原告、事件番号
条例第７条２号、６

号

当該事項は事件が特定できる情報であるため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となる。本件対
象公文書である判決書を含む、本件事件の訴訟記録には、特定の個人を識別することができる情報が含まれてい
る。よって、当該事項を公にしてしまうと、当該個人情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果
を招くため。
また、当該事項を開示することにより、今後の税務調査に協力が得られなくなるおそれがあり、行政運営に支障をき
たすため。

訴訟代理人の署名及び印
影

条例第７条第４号 公にすることにより署名の筆跡及び印影が偽造される等、訴訟代理人の財産を脅かすおそれがあるため。

訴訟代理人の署名及び印
影

条例第７条第４号 公にすることにより署名の筆跡及び印影が偽造される等、訴訟代理人の財産を脅かすおそれがあるため。

訴訟代理人の口座情報 条例第７条第３号
当該事項は当該訴訟代理人の内部管理情報であり、公にすることで当該訴訟代理人の財産を脅かすおそれがある
ため。

添付資料
（承諾書及び課税事業

者届出書）

訴訟代理人の署名及び印
影

条例第７条第４号 公にすることにより署名の筆跡及び印影が偽造される等、訴訟代理人の財産を脅かすおそれがあるため。

被控訴人、事件番号
条例第７条２号、６

号

当該事項は事件が特定できる情報であるため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となる。本件対
象公文書である判決書を含む、本件事件の訴訟記録には、特定の個人を識別することができる情報が含まれてい
る。よって、当該事項を公にしてしまうと、当該個人情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果
を招くため。

判決言渡日
条例第７条２号、６

号

当該事項は、その他の開示された情報やホームページ、法律雑誌等に載っている情報と照合することにより、請求
対象の訴訟事件の特定につながり得る情報であり、公にしてしまうと、請求に対して非開示とした情報や訴訟記録に
含まれている特定の個人を識別することができる情報を開示することと同様の結果を招くため。
また、当該事項を開示することにより、今後の税務調査に協力が得られなくなるおそれがあり、行政運営に支障をき
たすため。

損害賠償額、概算損害賠
償額

条例第７条第６号
当該事項を開示することで、原告が所有する不動産の課税標準額及び税額を算出することが可能となり、これらを
開示したのと同様の結果を招くため。

被控訴人、事件番号、被控
訴人の住所、被控訴人代

表者代表理事

条例第７条２号、６
号

当該事項は事件が特定できる情報であるため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となる。本件対
象公文書である判決書を含む、本件事件の訴訟記録には、特定の個人を識別することができる情報が含まれてい
る。よって、当該事項を公にしてしまうと、当該個人情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果
を招くため。また、当該事項は特定の個人を識別することができる情報であると認められるため。
さらに、当該事項を開示することにより、今後の税務調査に協力が得られなくなるおそれがあり、行政運営に支障を
きたすため。

判決言渡日、裁判所支部
名称、裁判官名、書記官名

条例第７条２号、６
号

当該事項は、その他の開示された情報やホームページ、法律雑誌等に載っている情報と照合することにより、請求
対象の訴訟事件の特定につながり得る情報であり、公にしてしまうと、請求に対して非開示とした情報や訴訟記録に
含まれている特定の個人を識別することができる情報を開示することと同様の結果を招くため。
また、当該事項を開示することにより、今後の税務調査に協力が得られなくなるおそれがあり、行政運営に支障をき
たすため。

損害賠償額、概算損害賠
償額、訴訟物の価格、貼付
印紙の額、遅延損害金

条例第７条第６号
当該事項を開示することで、原告が所有する不動産の課税標準額及び税額を算出することが可能となり、これらを
開示したのと同様の結果を招くため。また今後の税務調査に協力が得られなくなるおそれがあり、行政運営に支障
をきたすため。

添付資料
（２８主資計３４１号）

支出原議

支出命令書

請求書

支払金口座振替依頼書


